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(57)【要約】
【課題】停電等の非常時において、系統電源とは別の供
給電源から電力を供給する電力供給システムを提供する
ことを目的とする。
【解決手段】系統電源１から複数の機器３ａ～３ｃ，４
ａ～４ｃおよび複数の回路２０Ａ～２０Ｃに電力を供給
するための分電盤１０Ａを介して前記系統電源１に接続
され、前記複数の機器および前記複数の回路に電力を供
給するための非常時分電盤１０Ｂと、前記非常時分電盤
１０Ｂに接続されている、前記系統電源１とは別の供給
電源２，６と、前記非常時分電盤１０Ｂに接続されてい
る前記系統電源１と別の供給電源とのいずれかの電源を
選択する制御手段３０と、を備え、前記制御手段３０は
、停電または電力使用制限の非常時には非常時分電盤１
０Ｂに接続されている前記別の供給電源を選択し、この
選択された前記別の供給電源２，６から前記機器および
前記回路に電力を供給する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　系統電源に接続され、この系統電源から複数の機器および複数の回路に電力を供給する
ための分電盤と、
　この分電盤を介して前記系統電源に接続され、前記複数の機器および前記複数の回路に
電力を供給するための非常時分電盤と、
　前記非常時分電盤に接続されている、前記系統電源とは別の供給電源と、
　前記非常時分電盤にそれぞれ接続されている前記系統電源と別の供給電源とのいずれか
の電源を選択する制御手段と、
を備え、
　前記複数の回路は、前記複数の機器にそれぞれ対応して接続されており、各回路からこ
の回路に対応する前記機器に電力が供給され、
　前記制御手段は、停電または電力使用制限の非常時には前記非常時分電盤に接続されて
いる前記別の供給電源を選択し、この選択された前記別の供給電源から前記機器および前
記回路に電力を供給する
ことを特徴とする電力供給システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の電力供給システムにおいて、
　前記非常時において、前記非常時分電盤に、前記別の供給電源を選択するための指示を
与えるための表示操作モニターを更に備え、
　前記非常時には、前記別の供給電源または前記表示操作モニター用の内部電源から、前
記表示操作モニターに電力が供給され、前記表示操作モニターの表示操作を可能にする
ことを特徴とする電力供給システム。
【請求項３】
　請求項２に記載の電力供給システムにおいて、
　前記表示操作モニターは、前記非常時に使用が予想される前記機器に対応する電力消費
量およびこの機器に電力を供給する前記回路に対応する電力消費量を予め記憶している記
憶手段と、表示部とを更に有し、
　前記非常時に、前記表示操作モニターは、前記記憶手段から読み出した非常時に使用が
予想される前記機器および前記回路に対応する電力消費量、および、前記機器および前記
回路の優先順位を選択可能に前記表示部に表示し、前記制御手段は、選択された機器およ
び前記回路の優先順位を前記記憶手段に記憶する
ことを特徴とする電力供給システム。
【請求項４】
　請求項３に記載の電力供給システムにおいて、
　前記表示操作モニターは、前記別の供給電源から供給可能な電力を求め、前記記憶手段
から読み出した非常時に使用が予想される前記機器および前記回路に対応する電力消費量
から当該機器および前記回路の予測される電力消費量を自動的に求める演算手段を更に有
し、
　前記非常時に、ユーザにより使用したい前記機器および前記回路が選択された場合、前
記表示操作モニターは、前記演算手段により求められた前記供給可能な電力と前記選択さ
れた前記機器および前記回路に対応する予測された電力消費量とを表示部に表示する
ことを特徴とする電力供給システム。
【請求項５】
　請求項４に記載の電力供給システムにおいて、
　前記非常時分電盤は、非常時には、前記系統電源から前記別の供給電源に切り替える切
替手段を更に有し、
　前記切替手段は、前記選択された前記機器および前記回路に対応する予測された電力消
費量および前記優先順位に従って、前記系統電源から前記別の供給電源に切り替え、前記
別の供給電源から前記選択された機器および前記回路に電力を供給する
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ことを特徴とする電力供給システム。
【請求項６】
　請求項４または５に記載の電力供給システムにおいて、
　前記演算手段は、前記選択された機器および前記回路の電力消費量と前記別の供給電源
から供給可能な電力量とから、前記別の供給電源から前記選択された機器および前記回路
へ電力を継続的に供給可能な継続時間を求め、
　前記表示操作モニターは、前記別の供給電源から、前記選択された前記機器および前記
回路に電力を継続的に供給する継続時間を前記表示部に表示する
ことを特徴とする電力供給システム。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の電力供給システムにおいて、
　前記別の供給電源は、蓄電装置を含む複数の供給電源であり、これらの供給電源のうち
一つが太陽光発電装置またはガスを用いたガス発電装置であり、
　前記制御手段は、この発電装置の発電電力に余剰電力が生じた場合には、この余剰電力
を前記発電装置から前記蓄電装置へ供給する
ことを特徴とする電力供給システム。
【請求項８】
　請求項７に記載の電力供給システムにおいて、
　前記制御手段は、前記太陽光発電装置から供給可能な電力が不安定または不足すると判
断した場合には、前記優先順位の低い機器および回路への電力供給を停止する
ことを特徴とする電力供給システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力供給システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、系統電源（商用電源）の供給事業者が供給する電力を購入するだけではなく、需
要者側においてエネルギーの創出や蓄積を行う技術が種々提案されている。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、発電機器、蓄電機器、蓄熱機器、水素貯蔵機器を含む分散エ
ネルギー機器を用い、エネルギーの需要および供給の実績に基づいて、エネルギーの需要
および供給を予測し、予測値に基づいて分散エネルギー機器を制御する技術が記載されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－３１２７９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、停電等の非常時において、系統電源とは別の供給電源（発電機器、蓄電機器等
）から電力を供給する構成については提案されていなかった。
【０００６】
　本発明は、停電等の非常時において、系統電源とは別の供給電源から電力を供給する電
力供給システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題の少なくとも一つを解決するために、請求項１に記載の発明は、例えば、図１
、図２に示すように、
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　系統電源１に接続され、この系統電源１から複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
複数の回路２０Ａ～２０Ｃに電力を供給するための分電盤１０Ａと、
　この分電盤１０Ａを介して前記系統電源１に接続され、前記複数の機器３ａ～３ｃ，４
ａ～４ｃおよび前記複数の回路２０Ａ～２０Ｃに電力を供給するための非常時分電盤１０
Ｂと、
　前記非常時分電盤１０Ｂに接続されている、前記系統電源１とは別の供給電源２，６と
、
　前記非常時分電盤１０Ｂにそれぞれ接続されている前記系統電源１と別の供給電源２，
６とのいずれかの電源を選択する制御手段３０と、
を備え、
　前記複数の回路２０Ａ～２０Ｃは、前記複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃにそれぞれ
対応して接続されており、各回路２０Ａ～２０Ｃからこの回路２０Ａ～２０Ｃに対応する
前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃに電力が供給され、
　前記制御手段３０は、停電または電力使用制限の非常時には前記非常時分電盤１０Ｂを
制御して非常時分電盤１０Ｂに接続されている前記別の供給電源２，６を選択し、この選
択された前記別の供給電源２，６から前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２
０Ａ～２０Ｃに電力を供給する
ことを特徴とする。
【０００８】
　請求項１に記載の発明によれば、前記制御手段３０が、停電または電力使用制限の非常
時には非常時分電盤１０Ｂに接続されている前記別の供給電源２，６を選択し、この選択
された前記別の供給電源２，６から前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０
Ａ～２０Ｃに電力を供給するので、停電または電力使用制限の非常時において、系統電源
１とは別の供給電源２，６から電力を供給する電力供給システム１００を提供することが
できる。
【０００９】
　請求項２に記載の発明は、例えば、図１、図２に示すように、
　請求項１に記載の電力供給システム１００において、
　前記非常時において、前記非常時分電盤に、前記別の供給電源を選択するための指示を
与えるための表示操作モニター７を更に備え、
　前記非常時には、前記別の供給電源２，６または前記表示操作モニター７用の内部電源
３３から、前記表示操作モニター７に電力が供給され、前記表示操作モニター７の表示操
作を可能にする
ことを特徴とする。
【００１０】
　請求項２に記載の発明によれば、前記非常時には、前記別の供給電源２，６または前記
表示操作モニター７用の内部電源３３から、前記表示操作モニター７に電力を供給し、前
記表示操作モニター７の表示操作を可能にするので、系統電源１からの電力の供給が停止
しても、制御手段３０は非常時分電盤１０Ｂを制御することができる。
【００１１】
　請求項３に記載の発明は、例えば、図１、図２に示すように、
　請求項２に記載の電力供給システム１００において、
　前記表示操作モニター７は、前記非常時に使用が予想される前記機器３ａ～３ｃ，４ａ
～４ｃに対応する電力消費量およびこの機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃに電力を供給する前
記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する電力消費量を予め記憶している記憶手段３５と、表示部
７ａとを更に有し、
　前記非常時に、前記表示操作モニター７は、前記記憶手段３５から読み出した非常時に
使用が予想される前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応
する電力消費量、および、前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０
Ｃの優先順位を選択可能に前記表示部７ａに表示し、前記制御手段３０は、選択された前
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記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの優先順位を前記記憶手段
３５に記憶する
ことを特徴とする。
【００１２】
　請求項３に記載の発明によれば、前記非常時に、前記表示操作モニター７は、前記記憶
手段３５から読み出した非常時に使用が予想される前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよ
び前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する電力消費量、および、前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～
４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの優先順位を選択可能に前記表示操作モニター７の表
示部７ａに表示し、前記制御手段３０は、選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
前記回路２０Ａ～２０Ｃの優先順位を前記記憶手段３５に記憶できるので、非常時におい
て必要な前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの電力消費量を
考慮してユーザが優先順位を選択し、この選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
前記回路２０Ａ～２０Ｃの優先順位を記憶手段３５に記憶させることが可能になる。
【００１３】
　請求項４に記載の発明は、例えば、図１、図２に示すように、
　請求項３に記載の電力供給システム１００において、
　前記表示操作モニター７は、前記別の供給電源２，６から供給可能な電力を求め、前記
記憶手段３５から読み出した非常時に使用が予想される前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃ
および前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する電力消費量から当該機器３ａ～３ｃ，４ａ～４
ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの予測される電力消費量を自動的に求める演算手段３２
を更に有し、
　前記非常時に、ユーザにより使用したい前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回
路２０Ａ～２０Ｃが選択された場合、前記表示操作モニター７は、前記演算手段３２によ
り求められた前記供給可能な電力と前記選択された前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよ
び前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電力消費量とを前記表示部７ａに表示す
る
ことを特徴とする。
【００１４】
　請求項４に記載の発明によれば、前記非常時に、ユーザにより使用したい前記機器３ａ
～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃが選択された場合、前記表示操作モニ
ター７は、前記演算手段３２により求められた前記供給可能な電力と前記選択された前記
機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電力消
費量とを前記表示部７ａに表示するので、前記供給可能な電力と、前記選択された前記機
器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電力消費
量とを対比可能に表示できる。
【００１５】
　請求項５に記載の発明は、例えば、図１、図２に示すように、
　請求項４に記載の電力供給システム１００において、
　前記非常時分電盤１０Ｂは、非常時には、前記系統電源１から前記別の供給電源２，６
に切り替える切替手段１０Ｂ１～１０Ｂ３を更に有し、
　前記切替手段１０Ｂ１～１０Ｂ３は、前記選択された前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃ
および前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電力消費量および前記優先順位に従
って、前記系統電源１から前記別の供給電源２，６に切り替え、前記別の供給電源２，６
から前記選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに電力を
供給する
ことを特徴とする。
【００１６】
　請求項５に記載の発明によれば、前記切替手段１０Ｂ１～１０Ｂ３は、前記選択された
前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電
力消費量および前記優先順位に従って、前記系統電源１から前記別の供給電源２，６に切
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り替え、前記別の供給電源２，６から前記選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
前記回路２０Ａ～２０Ｃに電力を供給するので、非常時において必要な前記機器３ａ～３
ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに優先的に電力を供給することが可能にな
る。
【００１７】
　請求項６に記載の発明は、例えば、図１、図２に示すように、
　請求項４または５に記載の電力供給システム１００において、
　前記演算手段３２は、前記選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０
Ａ～２０Ｃの電力消費量と前記別の供給電源２，６から供給可能な電力量とから、前記別
の供給電源２，６から前記選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ
～２０Ｃへ電力を継続的に供給可能な継続時間を求め、
　前記表示操作モニター７は、前記別の供給電源２，６から、前記選択された機器３ａ～
３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃへ電力を継続的に供給する継続時間を前
記表示部７ａに表示する
ことを特徴とする。
【００１８】
　請求項６に記載の発明によれば、前記表示操作モニター７は、前記別の供給電源２，６
から、前記選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃへ電力
を継続的に供給する継続時間を前記表示部７ａに表示するので、ユーザは、継続時間を容
易に知ることができ、節電等の対策を講じることができる。
【００１９】
　請求項７に記載の発明は、例えば、図１、図２に示すように、
　請求項１～６のいずれか一項に記載の電力供給システム１００において、
　前記別の供給電源は、蓄電装置６を含む複数の供給電源２，６であり、これらの供給電
源２，６のうち一つが太陽光発電装置２ａまたはガスを用いたガス発電装置２ｂであり、
　前記制御手段３０は、この発電装置の発電電力に余剰電力が生じた場合には、この余剰
電力を前記発電装置から前記蓄電装置６へ供給する
ことを特徴とする。
【００２０】
　請求項７に記載の発明によれば、前記制御手段３０は、この発電装置の発電電力に余剰
電力が生じた場合には、この余剰電力を前記発電装置から前記蓄電装置６へ供給するので
、非常時においても蓄電が可能となる。
【００２１】
　請求項８に記載の発明は、例えば、図１、図２に示すように、
　請求項７に記載の電力供給システム１００において、
　前記制御手段３０は、前記太陽光発電装置２ａから供給可能な電力が不安定または不足
すると判断した場合には、前記優先順位の低い機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび回路２
０Ａ～２０Ｃへの電力供給を停止する
ことを特徴とする。
【００２２】
　請求項８に記載の発明によれば、前記制御手段３０は、前記太陽光発電装置２ａから供
給可能な電力が不安定または不足すると判断した場合には、前記優先順位の低い機器３ａ
～３ｃ，４ａ～４ｃおよび回路２０Ａ～２０Ｃへの電力供給を停止するので、優先順位の
高い機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび回路２０Ａ～２０Ｃへの電力供給を継続すること
ができる。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、停電等の非常時において、系統電源とは別の供給電源から電力を供給
する電力供給システムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
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【００２４】
【図１】本発明に係る電力供給システムを示す図であり、回路構成を示す概略図である。
【図２】同、表示操作モニターに係る機能ブロック図の一例を示す図である。
【図３】同、フローチャートを示す図である。
【図４】同、表示操作モニターの画面の一例を示す図である。
【図５】同、表示操作モニターの画面の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面を参照して本発明の実施の形態について説明する。
【００２６】
＜実施の形態＞
　図１において、電力供給システム１００は、系統電源１に接続され、この系統電源１か
ら複数の照明器具３ａ～３ｃ，炊飯器４ａ，冷蔵庫４ｂ，テレビ（TV）４ｃおよび複数の
回路２０Ａ～２０Ｃに電力を供給するための分電盤１０Ａと、この分電盤１０Ａを介して
前記系統電源１に接続され、前記系統電源１から前記複数の照明器具３ａ～３ｃ，炊飯器
４ａ，冷蔵庫４ｂ，テレビ４ｃおよび前記複数の回路２０Ａ～２０Ｃとに電力を供給する
ための非常時分電盤１０Ｂを備えている。複数の照明器具３ａ～３ｃ，炊飯器４ａ，冷蔵
庫４ｂ，テレビ４ｃは、本発明の「複数の機器」に相当する。更に、電力供給システム１
００は、前記非常時分電盤１０Ｂに接続されている、前記系統電源１とは別の供給電源で
ある発電装置２および蓄電装置６と、系統電源１または別の供給電源である発電装置２お
よび蓄電装置６から供給可能な電力および電力量の表示、および、複数の機器３ａ～３ｃ
，４ａ～４ｃへの電力供給の制御等を行う表示操作モニター７とを備えている。発電装置
２は太陽光発電装置２ａおよびガス発電装置２ｂであり、蓄電装置６は蓄電池６ａおよび
プラグインハイブリッド車（ＰＨＶ）または電気自動車（ＥＶ）等の充放電可能な車両６
ｂである。
【００２７】
　前記非常時分電盤１０Ｂは、建物内に通常設置されている分電盤１０Ａに接続され、分
電盤１０Ａを介して系統電源１から電力が供給され、この電力が前記非常時分電盤１０Ｂ
から前記複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記複数の回路２０Ａ～２０Ｃへの配
線を介して前記複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記複数の回路２０Ａ～２０Ｃ
に供給される。
【００２８】
　前記非常時分電盤１０Ｂは、系統電源１および別の供給電源（発電装置２および蓄電装
置６）のいずれか一方に電力の供給元を切替える切替スイッチ（切替SW）１０B１～１０
Ｂ３と、別の供給電源（発電装置２および蓄電装置６）からの漏電を遮断する漏電遮断器
２１を有している。切替スイッチ１０B１～１０Ｂ３は、本発明の「切替手段」に相当す
る。漏電遮断器２１は、太陽光発電装置２ａ、ガス発電装置２ｂ、蓄電池６ａ、車両６ｂ
の各々に接続して設けられている。漏電遮断器２１は、漏電を検知すると、太陽光発電装
置２ａ、ガス発電装置２ｂ、蓄電池６ａ、車両６ｂの各々からの電力の供給を遮断する。
【００２９】
（表示操作モニター）
　前記表示操作モニター７は、図２に示すように、タッチパネル式の各種操作を行う操作
部３４と、この操作部３４と一体に構成されている、供給可能な電力および電力量等を表
示する表示部７ａと、非常時分電盤１０Ｂに接続されている前記系統電源１と別の供給電
源２，６とのいずれかの電源を選択するために切替スイッチ１０Ｂ１～１０Ｂ３等を制御
する制御手段３０と、外部ネットワークと通信を行う通信手段３１、各種演算を行う演算
手段３２と、内部電源３３と、計時手段３７とを備えている。
【００３０】
　ユーザは、表示操作モニター７の操作部３４を操作して、前記制御手段３０に各種指示
を与える。停電または電力使用制限の非常時には、前記別の供給電源２，６または前記表
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示操作モニター７用の内部電源３３から、前記表示操作モニター７に電力が供給され、前
記表示操作モニター７の表示操作を可能にする。
　前記表示操作モニター７および制御部３０への電力の供給については、例えば、非常時
前、即ち、通常時において、表示操作モニター７に前記別の供給電源２，６から電力が供
給されている場合は、非常時においても引き続き表示操作モニター７に電力を供給するこ
とで前記制御手段３０への電力供給が可能である。また、通常時において表示操作モニタ
ー７に電力が供給されていない場合は、前記表示操作モニター７用の内部電源３３が、UP
S（無停電電源装置）として機能し、表示操作モニター７に電力が供給することで前記制
御手段３０への電力供給が可能である。なお、前記別の供給電源２，６として、UPS（無
停電電源装置）機能を有するものを用いてもよい。なお、制御手段３０を表示操作モニタ
ーの外部に設けてもよい。
　電力使用制限は、例えば、大口需要家(契約電力５００キロワット以上)の使用最大電力
を限る措置であり、所定の期間の平日の昼間に「昨年の同じ期間・時間帯の使用最大電力
から１５％減らした値」を上限に制限するといった電気事業法に定められている措置であ
る。
　また、非常時においては、系統電源１からの電力供給が停止しても、前記別の供給電源
２，６または前記表示操作モニター７用の内部電源３３から電力が供給され、切替スイッ
チ１０Ｂ１～１０Ｂ３の切替操作が可能となり、前記太陽光発電装置２ａ、ガス発電装置
２ｂ、蓄電池６ａ、車両６ｂのうち少なくとも一つの別の供給電源を選択可能である。
【００３１】
　前記制御手段３０は、通常時において、切替スイッチ１０B１が系統電源１から台所用
配線２５Ａへの回路２０Ａを形成し、切替スイッチ１０B２が系統電源１から台所用配線
２５Ｂへの回路２０Ｂを形成し、切替スイッチ１０Ｂ３が系統電源１から居間用配線２５
Ｃへの回路２０Ｃを形成するように、各切替スイッチ１０B１～１０Ｂ３を系統電源１側
へ切替制御する。
【００３２】
　また、前記制御手段３０は、前記非常時には非常時分電盤１０Ｂに接続されている前記
太陽光発電装置２ａ、ガス発電装置２ｂ、蓄電池６ａ、車両６ｂのうち少なくとも一つの
別の供給電源を選択し、この選択された前記別の供給電源から複数の照明器具３ａ～３ｃ
，炊飯器４ａ，冷蔵庫４ｂ，テレビ（TV）４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに電力を供
給することができる。
【００３３】
　前記制御手段３０は、非常時において、切替スイッチ１０B１が前記選択された少なく
とも一つの別の供給電源から台所用配線２５Ａへの回路２０Ａを形成し、切替スイッチ１
０B２は前記選択された少なくとも一つの別の供給電源から台所用配線２５Ｂへの回路２
０Ｂを形成し、切替スイッチ１０Ｂ３は前記選択された少なくとも一つの別の供給電源か
ら居間用配線２５Ｃへの回路２０Ｃを形成するように、各切替スイッチ１０B１～１０Ｂ
３を前記別の供給電源２，６側に切替制御する。
【００３４】
　また、図２に示すように、制御手段３０は、家庭内負荷（照明器具３ａ～３ｃ、炊飯器
４ａ，冷蔵庫４ｂ，テレビ４ｃ）の消費電力量を、第３電力量検出手段１５ａから第５電
力量検出手段１５ｃによってそれぞれ検出された消費電力量に基づいて、系統電力、発電
電力、蓄電電力ごとに監視し、表示部７ａに表示させる。なお、第３電力量検出手段１５
ａから第５電力量検出手段１５ｃは、電力の検出も可能であり、検出した電力量と電力を
制御手段３０に送信する。
　また、制御手段３０は、前記車両６ｂの走行体の充電および放電による消費電力量を、
第６電力量検出手段１６によって検出された消費電力量に基づいて、監視し、系統電力、
発電電力、蓄電電力ごとに表示部７ａに表示させる。なお、第６電力量検出手段１６は、
電力の検出も可能であり、検出した電力量と電力を制御手段３０に送信する。
【００３５】
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　また、制御手段３０は、第１電力量検出手段１１によって検出された消費電力量に基づ
いて系統電力全体の消費電力量、第２電力量検出手段１２ａ，１２ｂによって検出された
消費電力量に基づいて発電電力全体の消費電力量、蓄電池６ａに内蔵された電力量計６ｃ
によって検出された消費電力量に基づいて蓄電電力全体の消費電力量を監視し、それぞれ
表示部７ａに表示させる。なお、第１電力量検出手段１１と第２電力量検出手段１２ａ，
１２ｂは、電力の検出も可能であり、検出した電力量と電力を制御手段３０に送信する。
【００３６】
　また、制御手段３０は、前記家庭内負荷による電力量の消費に加えて、蓄電池６ａに、
系統電力や発電電力で充電される場合、系統電力や発電電力がどの程度利用（充電）され
たかを、蓄電池６ａに設けられている電力量計６ｃにより検出する。そして、この検出し
た電力量が表示部７ａに表示される。なお、電力量計６ｃは、電力の検出も可能であり、
検出した電力量と電力を制御手段３０に送信する。同様に、制御手段３０は、車両６ｂの
充電による電力量の消費に加えて、車両６ｂに、系統電力や発電電力で充電される場合、
系統電力や発電電力がどの程度利用（充電）されたかを、第６電力量検出手段１６により
検出する。そして、この検出した電力量が表示部７ａに表示される。
【００３７】
　系統電源１は電力会社からの交流電力を供給するもので、分電盤１０Ａに設けられた第
１電力量検出手段１１に接続されている。この第１電力量検出手段１１によって、外部の
系統電力の電力量を検出可能となっている。この第１電力量検出手段１１は表示操作モニ
ター７に接続されおり、この表示操作モニター７の表示画面に第１電力量検出手段１１に
よって検出された系統電力の電力量が表示可能である。制御手段３０は、系統電源１から
の供給電力が低下または停止し停電になると判断したとき、太陽光発電装置２ａ、ガス発
電装置２ｂ、蓄電池６ａ、車両６ｂの電力を監視し、これらの供給電源のうち電力供給が
可能な供給電源からの電流を必要に応じて直流電流から交流電力に変換して、その電力を
複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記複数の回路２０Ａ～２０Ｃに供給すること
ができる。
【００３８】
　太陽光発電装置２ａは、太陽光のエネルギーを直接的に直流電力に変換する自家発電装
置であり、非常時分電盤１０Bに設けられた第２電力量検出手段１２ａに接続されている
。また、ガス発電装置２ｂは、直流電流および交流電流を供給することができ、非常時分
電盤１０Bに設けられた第２電力量検出手段１２ｂに接続されている。この第２電力量検
出手段１２ａ，１２ｂによって、太陽光発電装置２ａおよびガス発電装置２ｂによる発電
電力の電力量を検出可能となっている。この第２電力量検出手段１２ａ，１２ｂは表示操
作モニター７に接続されおり、この表示操作モニター７の表示部７ａに第２電力量検出手
段１２ａ，１２ｂによって検出された発電電力の電力量が表示可能である。
【００３９】
　記憶手段３５は、前記非常時に使用が予想される前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃに対
応する電力消費量およびこの機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃに電力を供給する前記回路２０
Ａ～２０Ｃに対応する電力消費量を予め記憶している。前記非常時に、前記表示操作モニ
ター７の制御手段３０は、前記記憶手段３５から非常時に使用が予想される前記機器３ａ
～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する電力消費量を読み出し、読
み出した電力消費量に関する前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２
０Ｃの優先順位を選択可能に前記表示操作モニター７の表示部７ａに表示させ、ユーザに
より前記操作部３４を用いて選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０
Ａ～２０Ｃの優先順位を前記記憶手段３５に記憶する。
　また、記憶手段３５は、前記非常時に供給可能な電力情報を表示するために、系統電源
１とは別の供給電源として、太陽光発電装置２ａ、ガス発電装置２ｂ、蓄電池６ａ、車両
６ｂについての名称等の情報が予め記憶されている。制御手段３０は、非常時に、記憶手
段３２から太陽光発電装置２ａ、ガス発電装置、２ｂ蓄電池６ａ、車両６ｂの名称を読み
出し、各供給電源の供給可能な電力情報に対応付けて、表示部７ａに表示させる。
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【００４０】
（夜間停電時）
　例えば、地震により夜間に停電になり、太陽光発電装置２ａからの電力が供給できず、
ガスが遮断されガス発電装置２ｂからの電力も供給できず、車両６ｂから供給可能な電力
もない状態で、蓄電池６ａが満充電である場合を想定する。この場合、図４に示すように
、蓄電池２ａからの供給可能な電力が１５００ｗであるとする。
　また、各機器の電力消費量について、照明器具３ａが８６ｗであり、照明器具３ｂが６
６ｗであり、照明器具３ｃが１１０ｗであるとし、炊飯器４ａが６４０ｗであり、冷蔵庫
４ｂが５０ｗであり、テレビ４ｃが２６０ｗであるとする。
　この場合、各回路の電力消費量について、回路２０Ａが７２６Ｗ（８６ｗ＋６４０ｗ）
であり、回路２０Ｂが１１６ｗ（６６ｗ＋５０ｗ）であり、回路２０Ｃが３７０ｗ（１１
０ｗ＋２６０ｗ）である。記憶手段３５は、これらの非常時に使用が予想される機器およ
び回路に対応する電力消費量を予め記憶している。なお、これらの電力消費量の記憶方法
については、ユーザが操作部３４を操作して、予め記憶手段３５に記憶してもよいし、Ｉ
Ｄ、パスワードを用いた認証機能を利用して、外部ネットワークから通信手段３１を介し
て外部端末から電力供給システム１００にアクセスし、予め記憶手段３５に前記電力消費
量を記憶してもよい。
【００４１】
　制御手段３０は、非常時に、これらの予め記憶した電力消費量を前記記憶手段３５から
読み出し、非常時モード画面として優先順位を選択可能に前記表示操作モニター７の表示
部７ａに表示させ、ユーザが優先順位を選択可能に表示する。例えば、ユーザが、（１）
回路２０Ｂ、（２）冷蔵庫４ｂ（コンセント２５Ｂ１）、（３）照明器具３ｂ、（４）回
路２０Ａ、（５）炊飯器４ａ（コンセント２５Ａ１）、（６）照明器具３ａ、（７）回路
２０Ｃ，（８）テレビ４ｃ（コンセント２５Ｃ１）、（９）照明器具３ｃ、の順にタッチ
パネル式の表示部７ａを押して選択すると、図４に示すように、この順序で画面上に表示
され、決定ボタン７ｃを押すと、優先順位として記憶手段３５に記憶される。
【００４２】
　前記表示操作モニター７の演算手段３２は、制御手段３０で監視されている前記別の供
給電源（発電装置２，蓄電装置６）の電力情報に基づき、前記別の供給電源（発電装置２
，蓄電装置６）から供給可能な電力（例えば、蓄電池６ａの最大電力１５００ｗ）を求め
、前記記憶手段３５から読み出した非常時に使用が予想される前記機器３ａ～３ｃ，４ａ
～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃにそれぞれに対応する電力消費量から当該機器３ａ
～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの予測される電力消費量（例えば、１
２１２ｗ）を自動的に求める。
【００４３】
　また、前記非常時に、ユーザにより使用したい前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
前記回路２０Ａ～２０Ｃの少なくとも一つが選択された場合、前記表示操作モニター７の
制御手段３０は、前記演算手段３２により求められた前記供給可能な電力と前記選択され
た前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの少なくも一つに対応
する予測された電力消費量とを前記表示部７ａに表示させる。
【００４４】
　例えば、ユーザが、供給可能な電力（蓄電池６ａの最大電力１５００ｗ）を参照しなが
ら、（１）回路２０Ｂ（１１６ｗ），（２）冷蔵庫４ｂ（コンセント２５Ｂ１）、（３）
照明器具３ｂ、（４）回路２０Ａ、（５）炊飯器４ａ（コンセント２５Ａ１）を順に選択
し、決定ボタン７ｃを押した場合には、図５に示すように、これらの電力消費量が前記供
給可能な電力（最大１５００ｗ）とともに、前記表示部７ａに表示される。次にユーザが
実行ボタン７ｄを押すと、制御手段３０は、選択された回路に接続された切替スイッチを
系統電源１から別の供給電源２，６側に切り替え、蓄電池６ａから選択された機器への電
力の供給が可能になる。また、戻るボタン７ｅを押すと、図４に示す使用する機器及び回
路の優先順位を選択・決定する選択画面に切り替わる。
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　なお、選択されていない回路に対応する機器については、機器が選択されていても、系
統電源１から別の供給電源２，６側に切替スイッチによる切り替えが行われないため、別
の供給電源２，６から、前記選択された機器に電力が供給されない。
【００４５】
　このように、非常時において、制御手段３０は、前記切替スイッチ１０Ｂ２、１０Ｂ１
を、前記選択された前記機器４ｂ，３ｂ，４ａおよび前記回路２０Ｂ，２０Ａに対応する
予測された電力消費量（７５６ｗ）および前記優先順位に従って、前記系統電源１から前
記蓄電装置６ａに切り替え、前記蓄電装置６ａから前記機器４ｂ，３ｂ，４ａ及び前記回
路２０Ｂ，２０Ａに電力を供給することができる。
【００４６】
　また、前記演算手段３２は、前記選択された前記機器４ｂ，３ｂ，４ａ及び前記回路２
０Ｂ，２０Ａの電力消費量と前記蓄電池６ａから供給可能な電力量とから、前記蓄電池６
ａから前記選択された機器４ｂ，３ｂ，４ａ及び前記回路２０Ｂ，２０Ａへ電力を継続的
に供給可能な継続時間を求め、前記表示操作モニター７は、前記蓄電池６ａから、前記選
択された前記機器４ｂ，３ｂ，４ａ及び前記回路２０Ｂ，２０Ａへ電力を継続的に供給す
る継続時間を表示部７ａに表示する。
【００４７】
　例えば、図５に示すように、蓄電池６ａにより、供給可能な電力量が９２００ｗｈであ
り、選択された機器の総電力消費量が７５６ｗである場合、継続時間は、９２００ｗｈを
７５６ｗで除して、例えば、小数点以下を切り捨てた１２時間（ｈ）を継続時間として求
める。制御手段３０は、この継続時間（１２時間）を前記表示部７ａに表示させる。
【００４８】
　なお、表示された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの全部を
選択する場合には、全部選択ボタン７ｂを押すと、機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前
記回路２０Ａ～２０Ｃが選択状態になり、決定ボタン７ｃを押すことで、全部の機器３ａ
～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃが図５に示す確認画面に表示される。
【００４９】
（電力使用制限時）
　また、電力使用制限時においては、選択されていない回路については、機器が選択され
ていなくても、系統電源１側に切替スイッチが回路を形成しているため、系統電源１から
機器に電力が供給される。この場合、演算手段３２は全体の電力消費量に対する選択され
た機器および回路に対応する電力消費量の割合を求め、制御手段３０はこの割合を系統電
源１の使用電力削減量として前記表示部７ａに表示する。上記の例では、演算手段３２は
全体の電力消費量が１２１２ｗであり、選択された機器および回路に対応する電力消費量
が７５６ｗである。演算手段３２は、７５６ｗを１２１２ｗで除して、例えば、小数点以
下を切り捨てた６２％を系統使用電力削減割合として求める。制御手段３０は、この系統
使用電力削減割合（６２％）と系統電源１の使用電力削減量（７５６ｗ）を前記表示部７
ａに表示させる。
【００５０】
（ガスの供給が可能な停電時）
　また、ガスの供給が可能になり、ガス発電装置２ｂが使用できる場合は、ガスの供給が
停止されるかまたはガス発電装置２ｂが故障するまでが継続時間となり、演算により求め
ることができないため、継続時間を表示しないで、ガス発電装置２ｂが駆動中である旨と
その最大使用電力（ｗ）が表示される。
【００５１】
（日中の停電時）
　また、夜が明けて朝になり、太陽光発電装置２ａが使用できる場合は、制御手段３０は
、蓄電装置６の電力より優先的に太陽光発電装置２ａからの電力を前記機器３ａ～３ｃ，
４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに供給する。また、制御手段３０は、太陽光発
電装置２ａからの電力が不足し、かつ、この不足分について蓄電装置６から電力供給が可
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能である場合に、蓄電装置６から不足分の電力で補うように、蓄電装置６を制御する。蓄
電装置６からの電力供給が可能である場合とは、例えば、蓄電装置６に満充電時の３０％
以上の電力量（ｗｈ）が残っているとき電力供給が可能であると制御手段３０が判断する
。蓄電装置６が満充電時の１０％以下の電力量（ｗｈ）になったときは、表示部７ａに「
蓄電装置の電力量が残り１０％以下になりました。」と表示し、ユーザに通知する。
【００５２】
（余剰電力発生時）
　また、蓄電装置６を含む複数の供給電源のうち一つが太陽光発電装置２ａまたはガスを
用いたガス発電装置２ｂであり、前記制御手段３０は、この発電装置の発電電力に余剰電
力が生じた場合には、この余剰電力を前記発電装置から前記蓄電装置６へ供給する。
【００５３】
　例えば、選択された機器の総電力消費量が７５６ｗであり、太陽光発電装置２ａの発電
電力が２０００ｗである場合、１２４４ｗの余剰電力が生じる。この余剰電力を前記太陽
光発電装置２ａから前記蓄電装置６へ供給し、蓄電する。この余剰電力を夜間に使用する
ことにより、非常時においても、最低限の電力を確保することができる。
【００５４】
（供給電力が不安定または不足するとき）
　また、前記制御手段３０は、前記太陽光発電装置２ａから供給可能な電力が不安定また
は不足すると判断した場合には、図５に示す例では前記優先順位の低いテレビ４ｃおよび
回路２０Ｃへの電力供給を停止する。
【００５５】
　例えば、前記太陽光発電装置２ａから供給可能な電力が不安定な場合として、日が出た
り、曇ったりの繰り返しで発電電力が一定でない場合がある。この場合は、制御手段３０
は、前記太陽光発電装置２ａからの発電電力を監視し、電力の変化が一定時間（例えば、
１時間）内の平均値に対して、発電電力が上下１０％以上変化した場合に不安定であると
判断する。
　また、前記太陽光発電装置２ａから供給可能な電力が不足する場合として、日没に近づ
いてきたと判断した場合がある。この場合は、制御手段３０は、前記太陽光発電装置２ａ
からの発電電力を監視に加えて、計時手段３７による時刻情報を参照し、この時刻情報と
継続的に低下する発電電力の変化により、電力が一定電力（例えば、８００ｗ）以下にな
った場合に不足すると判断する。
【００５６】
（電力供給システム１００の動作例）
　次に、図３を参照して、停電発生時における電力供給システム１００の動作例について
説明する。
【００５７】
　停電になる（ステップＳ１）と、制御手段３０は、表示部７ａの画面を、図４に示す非
常時モード画面へ自動的に切り替える（ステップＳ２）。なお、表示操作モニター７への
電力は、例えば、ＵＰＳ機能を有する内部電源により供給される。
　非常時モード画面では、図４に示すように、制御手段３０は、記憶手段３５に予め記憶
された太陽光発電装置２ａ、ガス発電装置２ｂ、蓄電池６ａ、車両６ｂの名称を読み出し
、これらの名称と、第２電力量検出手段１２ａ、第２電力量検出手段１２ｂ、電力量計６
ｃ、第６電力量検出手段１６のそれぞれで検出された供給可能な電力と対応付けて表示部
７ａに表示させる（ステップＳ３）。図４に示すように、太陽光発電装置２ａが０ｗ、ガ
ス発電装置２ｂが０ｗ、蓄電池６ａが１５００ｗ、車両６ｂが０ｗであり、ユーザは最大
１５００ｗの電力が蓄電池６ａから供給可能であることを認識できる。
【００５８】
　ユーザは、図４に示す複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記複数の回路２０Ａ
～２０Ｃから、使用したい機器および回路を選択する（ステップＳ４）。全部選択ボタン
を押すと複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記複数の回路２０Ａ～２０Ｃが選択



(13) JP 2013-106483 A 2013.5.30

10

20

30

40

50

される。ここでは、ユーザが、（１）回路２０Ｂ、（２）冷蔵庫４ｂ（コンセント２５Ｂ
１）、（３）照明器具３ｂ、（４）回路２０Ａ、（５）炊飯器４ａ（コンセント２５Ａ１
）の表示領域を順に押して選択し、決定ボタン７ｃを押すと、図５に示すように、使用可
能な機器４ｂ，３ｂ，４ａおよび前記回路２０Ｂ，２０Ａが、使用可能な機器および回路
として前記表示部７ａに表示される（ステップＳ５）。なお、図４に示す画面はタッチパ
ネル式の表示部７ａであり、表示部７ａは操作部３４と一体に構成されている。
【００５９】
　図５に示す画面において、ユーザが、選択した使用可能な機器４ｂ，３ｂ，４ａおよび
前記回路２０Ｂ，２０Ａの電力消費量および継続時間等を確認した後、実行ボタン７ｄを
押すと、制御手段３０は、切替スイッチ１０Ｂ２，１０Ｂ１を系統電源１側から蓄電池６
ａ側に切り替え、蓄電池６ａから台所用配線２５Ｂに接続された冷蔵庫４ｂと照明器具３
ｂへの非常時用の回路２０Ｂが形成され，かつ、蓄電池６ａから台所用配線２５Ｂに接続
された炊飯器４ａへの非常時用の回路２０Ｃが形成される（ステップＳ６）。
【００６０】
　その後、ユーザは、各機器を運転し、使用することができる。また、表示操作モニター
７の表示部７ａに表示されるメッセージを参照して、使用する機器および回路の変更も可
能である（ステップＳ７）。例えば、天気のよい昼間においては、太陽光発電装置２ａか
ら電力が供給できるため、制御手段３０は、蓄電池６ａから太陽光発電装置２ａへ供給装
置を自動的に変更して選択し、さらに、余剰電力がある場合には、例えば、表示部７ａに
、「太陽光発電による余剰電力があります。現在、蓄電池６ａに余剰電力を蓄電中ですが
、この蓄電の代わりに、テレビの使用が可能です。」とメッセージを表示する。ユーザは
、テレビ４ｃを使用したいときは、図５に示す戻るボタン７ｅを押し、図４に示すテレビ
４ｃと回路２０Ｃを押して選択した後、決定ボタン７ｃを押すと、図５のリストにテレビ
４ｃと回路２０Ｃが表示され、実行ボタン７ｄを押すことにより、テレビ４ｃが使用可能
になる（ステップＳ８、Ｓ５～Ｓ７）。また、系統電源１からの電力供給が再開し、非常
時モードを解除したい場合は、ユーザが図５に示す解除ボタン７ｆを押すと、制御手段３
０は、非常時モードを解除し、切替スイッチ１０Ｂ１～１０Ｂ３のすべてを系統電源１に
切り替え、通常モードの表示状態に表示部７ａの画面を切り替える（ステップＳ９）。通
常モードの表示では、前記複数の機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２
０Ｃの実際の電力消費量が、第３電力検出手段から第５電力検出手段により検出され、図
４に示すような表またはグラフ形式等で、表示部７ａに表示される。
【００６１】
　本実施の形態によれば、前記制御手段３０が、停電または電力使用制限の非常時には非
常時分電盤１０Ｂに接続されている前記別の供給電源２，６を選択し、この選択された前
記別の供給電源２，６から前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０
Ｃに電力を供給するので、停電または電力使用制限の非常時において、系統電源１とは別
の供給電源２，６から電力を供給する電力供給システム１００を提供することができる。
【００６２】
　また、前記非常時には、前記別の供給電源２，６または前記表示操作モニター７用の内
部電源３３から、前記表示操作モニター７に電力を供給し、前記表示操作モニター７の表
示操作を可能にするので、系統電源１からの電力の供給が停止しても、制御手段３０は非
常時電源盤１０Ｂを制御することができる。
【００６３】
　また、前記非常時に、前記表示操作モニター７は、前記記憶手段３５から読み出した非
常時に使用が予想される前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃ
に対応する電力消費量、および、前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ
～２０Ｃの優先順位を選択可能に前記表示操作モニター７の表示部７ａに表示し、前記制
御手段３０は、選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの
優先順位を前記記憶手段３５に記憶できるので、非常時において必要な前記機器３ａ～３
ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの電力消費量を考慮してユーザが優先順位
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を選択し、この選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃの
優先順位を記憶手段３５に記憶させることが可能になる。
【００６４】
　また、前記非常時に、ユーザにより使用したい前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
前記回路２０Ａ～２０Ｃが選択された場合、前記表示操作モニター７は、前記演算手段３
２により求められた前記供給可能な電力と前記選択された前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４
ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電力消費量とを前記表示部７ａに
表示するので、前記供給可能な電力と、前記選択された前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃ
および前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電力消費量とを対比可能に表示でき
る。
【００６５】
　また、前記切替スイッチ１０Ｂ１～１０Ｂ３は、前記選択された前記機器３ａ～３ｃ，
４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する予測された電力消費量および前記優
先順位に従って、前記系統電源１から前記別の供給電源２，６に切り替え、前記別の供給
電源２，６から前記選択された機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０
Ｃに電力を供給するので、非常時において必要な前記機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
前記回路２０Ａ～２０Ｃに優先的に電力を供給することが可能になる。
【００６６】
　また、前記表示操作モニター７は、前記別の供給電源２，６から、前記選択された前記
機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃに対応する使用が予想された
機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび前記回路２０Ａ～２０Ｃへ電力を継続的に供給する継
続時間を表示部７ａに表示するので、ユーザは、継続時間を容易に知ることができ、節電
等の対策を講じることができる。
【００６７】
　また、前記制御手段３０は、この発電装置の発電電力に余剰電力が生じた場合には、こ
の余剰電力を前記発電装置から前記蓄電装置６へ供給するので、非常時においても蓄電が
可能となる。
【００６８】
　また、前記制御手段３０は、前記太陽光発電装置２ａから供給可能な電力が不安定また
は不足すると判断した場合には、前記優先順位の低い機器３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃおよび
回路２０Ａ～２０Ｃへの電力供給を停止するので、優先順位の高い機器３ａ～３ｃ，４ａ
～４ｃおよび回路２０Ａ～２０Ｃへの電力供給を継続することができる。
【符号の説明】
【００６９】
１　系統電源
２，６　供給電源
２ａ　太陽光発電装置
２ｂ　ガス発電装置
３ａ～３ｃ，４ａ～４ｃ　機器
７　表示操作モニター
１０Ａ　分電盤
１０Ｂ　非常時分電盤
１０Ｂ１～１０Ｂ３　切替スイッチ（切替手段）
２０Ａ～２０Ｃ　回路
３０　制御手段
３２　演算手段
３３　内部電源
３５　記憶手段
１００　電力供給システム
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